
課程認定申請書「様式第７号ア」に基づく設置理念、教員養成目標・計画、免許ごとの設置趣旨（大学院DP略） 2023/3/13

①大学・大学院の設置理念 ②教員養成に対する理念・構想（大学、大学院）
①学科・専攻の設置理念 ②教員養成に対する理念・構想（学科、専攻）
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成蹊大学大学院は、成蹊学園建学の精神に基づき、学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を究めて文化の進
展に寄与すること及び高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的と
する。

成蹊大学大学院においては、設置する博士前期課程の４研究科８専攻のすべてで専修免許状が取得できる教職課程
を設置している。それぞれの研究科専攻の基礎となる大学学部等の課程では「広い視野を持ち、高度の専門的知
識・技能、科学的研究精神を身につけ、理論的考察力においても実践的教育活動においても、生徒・保護者ばかり
でなく、日本国民や世界の人々の期待に応えて活躍できる教師を育成する」目的で教職課程を設置している。大学
院研究科の課程においては、これに加えて、学部と大学院の継続性を考慮した教育の実践と教育研究過程において
の様々な経験を通し、専門分野の深い知識と、隣接分野、学際的な分野の学修により得ることを目標としている。
これにより、現代の知識基盤社会を支える広い知的素養を兼ね備えることで、教育者としての広い視野と確固たる
倫理観をもち、生徒をしっかり指導・支援できる能力を培う教員の育成を目指している。これらの能力・知識・技
能・使命感と教職の力量を兼ね備え、教員として父母や生徒に柔軟に対応でき、日本国内のみならず国際社会に通
用する人材の養成を構想している。

③認定を受けようとする課程の設置趣旨（学科等／免許校種ごと）

■経済経営研究科の理念、目的
経済学と経営学を融合した教育研究により、複雑な経済社会現象の本質を究明し、その研究成果を広く社会に発信することによ
り、社会の安定と人類の進歩に貢献する。
■教育目標（人材育成方針）
●研究者養成コース
経営学の分野において、創造性豊かな優れた研究活動を行っていくための深い専門的知識の修得及び研究能力の涵養を目的とす
る。
●高度職業人養成コース
経営学の分野における深い専門的知識と経済学の分野に関する基礎的理解に基づいて、現実社会における課題を発見し、他者と
協働して課題解決に取り組んでいくことができるような洗練された職業人の育成を目的とする。

大学院経済経営研究科経営学専攻においては、大学としての本学の理念に基づき、経済学部経済経営学科の理念を
ふまえて学部と大学院の連続性・継続性を考慮した教育を通して、狭義の伝統的な経営学の分野のみにとどまらず
隣接学問分野である経済学にまたがるような学際的な分野における深い専門的知識及び現代の知識基盤社会を支え
る広い知的素養を兼ね備えた、建学の理念に繋がる高度職業人の育成をめざしている。このような人材養成の方針
は、我が国の教育界において強く期待されている資質と力量をもった教員の育成にも通じると確信する。これらの
能力・知識・技能・使命感と教職の力量を兼ね備え、教員として父母や生徒に柔軟に対応でき、期待に応えうる人
材を養成することを構想している。

■ディプロマ・ポリシー【略】
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〇中学校専修免許状（社会）
大学院経済経営研究科経営学専攻においても、「豊かな人間性をもち生徒を惹きつける個性的な魅力をもつ資質・力量の高い教員」の養成をめざしている。そのためには教職および教育内容に関する深い教養と教育的技能をもち、
高度な専門知識・技能を兼ね備えた人材の養成が重要であると考える。特に後者に関しては、（１）大学院における専門的な科目の中でも経営学・経済学の基礎から応用に至る科目を科目区分「基本科目」、「基幹科目」、「上級
理論科目」と体系的に配置し、知的フロンティアの最前線を開発していく能力を養成する、（２）科目区分「基幹科目」として６つのユニット（「戦略マーケティングユニット」、「組織人間ユニット」、「会計税務ユニット」、
「数量分析ユニット」、「公共政策ユニット」、「ファイナンスユニット」）をおき、また、科目区分「上級理論科目」や「実践科目」を配置することで、経営学・経済学の垣根をこえてより実践的かつより理論的に学ぶ機会を提
供する、（３）科目区分「国際理解科目」や科目区分「基幹科目」の「数量分析ユニット」などの科目を通じて国際化・情報化に対応するより高度な能力を養成する、（４）全ての学年に年間を通した演習科目を設けることで、多
角的な視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決法を考案し、必要な手段を企画したりする能力を涵養することや専門分野の学習をより深めることなどについて、段階を追ってより発展的にきめの細かい教育
を行う教育課程を編成している。以上の教育課程の編成方針は（１）企業経営や人間組織の本質を理解し、財務や戦略などで必要不可欠な分析ツールを修得し、高度職業人として世界に雄飛する人材を育成すること、（２）日本と
世界全体の経済状況を的確に分析する能力を磨き、洞察力を培うこと、（３）情報分析能力や豊かな国際感覚を身につけることによって、国際化や情報化に迅速に対応できる能力を養うこと、また、適応力や判断力の涵養を図るこ
とと密接な関わりをもつ。そして、このような人材の養成は、中学校「社会」の学習指導要領の教科の目標である「広い視野に立って、社会に対する関心を高め、諸資料に基づいて多面的・多角的に考察し、我が国の国土と歴史に
対する理解と愛情を深め、公民としての基礎的教養を培い、国際社会に生きる平和で民主的な国家・社会の形成者として必要な公民的資質の基礎を養う。」に応える教員の養成に通じる。大学としての本学の教職課程の設置趣旨に
述べられた本学の特性をいかしながら、上記のような人物を我が国の学校教育界に貢献できる教員として送りだすことによって、大学院経済経営研究科経営学専攻としての社会的責任を果たしたい。これが大学院経済経営研究科経
営学専攻において中学校「社会」の教職課程を設置する趣旨である。

〇高等学校専修免許状（公民）
大学院経済経営研究科経営学専攻においても、「豊かな人間性をもち生徒を惹きつける個性的な魅力をもつ資質・力量の高い教員」の養成をめざしている。そのためには教職および教育内容に関する深い教養と教育的技能をもち、
高度な専門知識・技能を兼ね備えた人材の養成が重要であると考える。特に後者に関しては、（１）大学院における専門的な科目の中でも経営学・経済学の基礎から応用に至る科目を科目区分「基本科目」、「基幹科目」、「上級
理論科目」と体系的に配置し、知的フロンティアの最前線を開発していく能力を養成する、（２）科目区分「基幹科目」として６つのユニット（「戦略マーケティングユニット」、「組織人間ユニット」、「会計税務ユニット」、
「数量分析ユニット」、「公共政策ユニット」、「ファイナンスユニット」）をおき、また、科目区分「上級理論科目」や「実践科目」を配置することで、経営学・経済学の垣根をこえてより実践的かつより理論的に学ぶ機会を提
供する、（３）科目区分「国際理解科目」や科目区分「基幹科目」の「数量分析ユニット」などの科目を通じて国際化・情報化に対応するより高度な能力を養成する、（４）全ての学年に年間を通した演習科目を設けることで、多
角的な視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決法を考案し、必要な手段を企画したりする能力を涵養することや専門分野の学習をより深めることなどについて、段階を追ってより発展的にきめの細かい教育
を行う教育課程を編成している。以上の教育課程の編成方針は（１）企業経営や人間組織の本質を理解し、財務や戦略などで必要不可欠な分析ツールを修得し、高度職業人として世界に雄飛する人材を育成すること、（２）日本と
世界全体の経済状況を的確に分析する能力を磨き、洞察力を培うこと、（３）情報分析能力や豊かな国際感覚を身につけることによって、国際化や情報化に迅速に対応できる能力を養うこと、また、適応力や判断力の涵養を図るこ
とと密接な関わりをもつ。そして、このような人材の養成は、高等学校「公民」の学習指導要領の教科の目標である「広い視野に立って、現代の社会について主体的に考察させ、理解を深めさせるとともに、人間としての在り方生
き方についての自覚を育て、平和で民主的な国家・社会の有為な形成者として必要な公民としての資質を養う。」に応える教員の養成に通じる。大学としての本学の教職課程の設置趣旨に述べられた本学の特性をいかしながら、上
記のような人物を我が国の学校教育界に貢献できる教員として送りだすことによって、大学院経済経営研究科経営学専攻としての社会的責任を果たしたい。これが大学院経済経営研究科経営学専攻において高等学校「公民」の教職
課程を設置する趣旨である。



３．課程認定を受けている課程を有する学科等の各段階における到達目標 

＜経済経営研究科経営学専攻＞（認定課程：中専修免（社会）） 

（１）各段階における到達目標 

履修年次 
到達目標 

年次 時期 

１年次 

前期 

 前期では、狭義の伝統的な経営学の分野のみならず隣接学問分野である経済学等の分野にお

ける専門性の高い大学院開設科目を科目区分「基本科目」、「基幹科目」、「上級理論科目」のもの

を中心に体系立てて履修し、中学校「社会」の教科に関するより高度で発展的な知識を習得する

ことを目標とする。また、全員が履修する「経済経営基礎演習」を通じて、多角的な視点から物

事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決法を考案し、必要な手段を企画したりする

能力を涵養することとする。 

後期 

 後期では、狭義の伝統的な経営学の分野のみならず隣接学問分野である経済学等の分野にお

ける専門性の高い大学院開設科目を科目区分「基本科目」、「基幹科目」、「上級理論科目」のもの

を中心に体系立てて履修し、中学校「社会」の教科に関するより高度で発展的な知識を習得する

ことを目標とする（２年次まで引き続いていくこととなる）。また、全員が履修する「経済経営

基礎演習」を通じて、多角的な視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決

法を考案し、必要な手段を企画したりする能力を涵養することとする。 

２年次 

前期 

 前期では、１年次に記した科目の履修に加え、全員が「経営総合演習１」または「経営学上級

演習１」を履修し、具体的なテーマについて主体的な調査・分析を通して、獲得したより高度で

発展的な知識を総合的なものにし、特定の課題に関する研究等に通年で取り組み、学修の集大成

をおこなう。同時に、多角的な視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決

法を考案し、必要な手段を企画したりする能力についても一層養うこととする。 

後期 

 後期では、１年次に記した科目の履修に加え、全員が「経営総合演習１」または「経営学上級

演習１」に引き続き、「経営総合演習２」または「経営学上級演習２」を履修し、具体的なテー

マについて主体的な調査・分析を通して、獲得したより高度で発展的な知識を総合的なものに

し、特定の課題に関する研究等に通年で取り組み、学修の集大成をおこなう。同時に、多角的な

視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決法を考案し、必要な手段を企画

したりする能力についてもさらに一層養うこととする。 
 



３．課程認定を受けている課程を有する学科等の各段階における到達目標 

＜経済経営研究科経営学専攻＞（認定課程：高専修免（公民）） 

（１）各段階における到達目標 

履修年次 
到達目標 

年次 時期 

１年次 

前期 

 前期では、狭義の伝統的な経営学の分野のみならず隣接学問分野である経済学等の分野にお

ける専門性の高い大学院開設科目を科目区分「基本科目」、「基幹科目」、「上級理論科目」のもの

を中心に体系立てて履修し、高等学校「公民」の教科に関するより高度で発展的な知識を習得す

ることを目標とする。また、全員が履修する「経済経営基礎演習」を通じて、多角的な視点から

物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決法を考案し、必要な手段を企画したりす

る能力を涵養することとする。 

後期 

 後期では、狭義の伝統的な経営学の分野のみならず隣接学問分野である経済学等の分野にお

ける専門性の高い大学院開設科目を科目区分「基本科目」、「基幹科目」、「上級理論科目」のもの

を中心に体系立てて履修し、高等学校「公民」の教科に関するより高度で発展的な知識を習得す

ることを目標とする（２年次まで引き続いていくこととなる）。また、全員が履修する「経済経

営基礎演習」を通じて、多角的な視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解

決法を考案し、必要な手段を企画したりする能力を涵養することとする。 

２年次 

前期 

 前期では、１年次に記した科目の履修に加え、全員が「経営総合演習１」または「経営学上級

演習１」を履修し、具体的なテーマについて主体的な調査・分析を通して、獲得したより高度で

発展的な知識を総合的なものにし、特定の課題に関する研究等に通年で取り組み、学修の集大成

をおこなう。同時に、多角的な視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決

法を考案し、必要な手段を企画したりする能力についても一層養うこととする。 

後期 

 後期では、１年次に記した科目の履修に加え、全員が「経営総合演習１」または「経営学上級

演習１」に引き続き、「経営総合演習２」または「経営学上級演習２」を履修し、具体的なテー

マについて主体的な調査・分析を通して、獲得したより高度で発展的な知識を総合的なものに

し、特定の課題に関する研究等に通年で取り組み、学修の集大成をおこなう。同時に、多角的な

視点から物事をとらえたり、自ら主体的に問題を発見して、解決法を考案し、必要な手段を企画

したりする能力についてもさらに一層養うこととする。 
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